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勉強会では、主催者を代表して、観
光庁田中審議官(関東会場)、各地方運
輸局長・観光部長等 ( 他 9 会場 ) より、
さらに、運輸総合研究所の和田理事長、
城福特任研究員等より挨拶を行った。

続いて、委員会の委員として「手引
き」作成の中心的役割を果たした株式
会社リヴァンプの湯浅智之代表取締役
社長執行役員CEOを講師に迎え講演を
行った。冒頭、「企業を “芯” から元気
にする事例」として、講師の企業経営
改革の経験を基に、企業の内部体制を
筋肉質化し顧客価値を上げ続ける原点
に立ち戻る重要性について紹介がなさ
れた。

さらに、今回の「手引き」の特徴で
ある顧客価値及び経営者のプライシン
グ能力の向上をはじめとするポイント
を説明するとともに、同社が「手引き」
の考え方も踏まえて行った観光庁の実
証事業での伴走支援による経営改革の
実践事例とその効果が紹介され、「手引
き」が現場で有用に活用できることが
示された。

◇日程・会場

第１回 2025年10月９日（木）　中部運輸局

第２回 10月30日（木）　関東運輸局

第３回 10月31日（金）　北海道運輸局

第４回 11月５日（水）　北陸信越運輸局

第５回 11月27日（木）　東北運輸局

第６回 12月２日（火）　九州運輸局

第７回 12月４日（木）　中国運輸局

第８回 12月16日（火）　四国運輸局

第９回 12月18日（木）　近畿運輸局

第10回 2026年１月29日（木）沖縄総合事務局

「宿泊産業の生産性向上についての手引き」を活用して頂くための取組
―全国10か所での勉強会の開催―

■「宿泊産業の生産性向上についての手引き」作成の経緯
観光産業は、長期的成長の見込める日本経済を支えるリー

ディング産業で、基幹産業たりうる産業であるが、労働生産
性が低く、賃金水準も低いことから、一貫して人手不足の状
況にある。このような観光産業を持続可能な成長産業とし、
基幹産業とするためには高生産性で高所得産業とすることが
必要となる。

このため、運輸総合研究所では、経営の新陳代謝をはじめと
する地域内経済の好循環を生み出す資源の最適配分や地域観
光産業の高付加価値化の実現等による高生産性化のための方
策の具体的な取組等の提言に向け、学識者、行政機関等の関係
者で構成される検討委員会にて調査研究を進め、2023年７
月に『地域観光産業基盤強化・事業革新に関する提言』を取
りまとめた。

更に2024年１月に立ち上げた「地域観光産業の見える化
に関する検討委員会」において、宿泊産業の生産性向上につ
いて議論を重ね、2025年６月に『宿泊産業の生産性向上に
ついての手引き（以下「手引き」）』を作成した。

■勉強会の概要
全国の宿泊事業者、観光協会・DMO、自治体などの現場で

「手引き」を活用して頂くため、観光庁及び各地方運輸局等と
連携し、2025年10月より本年１月まで、各運輸局等を会
場として全国10か所を巡回する勉強会を共同開催し、会場と
オンラインにて多数の方に参加頂いた。

１．安全性と各種乗客サービスの運用確立
２．関係者の連携・協働（共創）による事業性の確立
３．補助や基金の制度構築
４．社会的受容の向上と利用者や地域住民の理解と協力

宿泊事業者、関連事業者の生産性向
上を支援するため、３つの観点で、現
場での実践につながる取組内容をわか
りやすく整理

①施設への投資
②業務改革及び人的資本の蓄積
③顧客がサービス等に対して感
じる価値及び経営者のプライシ
ング能力の向上
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田中審議官

和田理事長

城福特任研究員
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◇参加者の概要（全国10か所）
●参加者数　594名
●主な業種別割合（参加申込者）
①宿泊事業者（63%）
②自治体・DMO・観光協会等（16%）
③国行政（10%）
④宿泊業界団体、公益法人（3%）
⑤旅行・交通、コンサルタント、金融機関（各2%）  等

◇講演
湯浅 智之　株式会社リヴァンプ 代表取締役社長執行役員CEO
●「手引き」のポイント（３分野の見える化）
「手引き」では、生産性向上への体系

的な手法を整理している。
第一の柱（施設への投資）では、財

務諸表作成など経営状況の把握と管理
会計を出発点として、損益計算書（P/
L）の収支により変動する場当たり的な
設備投資でなく、貸借対照表（B/S）
を重視し資産額や投資効果に見合う収益の黒字化を基本とす
る「筋肉質」の経営改革を目指す。

第二の柱（業務改革及び人的資本の蓄積）では、人を資本
として捉える従業員エンゲージメント調査（社内コミュニケー
ション、報酬・教育など人的投資の状況）や、原価管理など
業務改革力・業務基盤を数値で見える化し、「筋肉質」の企業
体質を実現する。

第三の柱（顧客がサービス等に対して感じる価値及び経営

者のプライシング能力の強化）では、客室単価や自社導線比
率、リピート率、稼働率等の指標を見える化し、迅速なデー
タ分析に基づく単価調整と在庫管理による売上構築を確保す
る。さらに、原価積み上げではなく、ソフト面の顧客体験価
値（ブランドコンセプト等）による自律的プライシング、既
存顧客のロイヤル化（常連管理）や自社導線化への施策に取
り組む。
「手引き」では、これら３分野について、事業者の現状に応

じた段階（ステージ）別アプローチを提示している。

●「手引き」に基づく現場の経営改革の実践と効果
リヴァンプが全国10か所の宿泊施設で実施中の経営改善伴

走支援を通じて、支援２年目の４施設では、短期メニューの
実践効果として、平均で売上が3.6億円、営業利益が7,000
万円増加した。

支援２年目では、中長期メニューとして、顧客情報の可視
化による常連客の自社導線化や、QSC※を重視したブランド
コンセプトに基づく施設投資計画に取り組んでいる。
※Quality（品質）、Service（サービス）、Cleanliness（清潔さ）

◇各会場での主な質疑応答
Ｑ：経営改善伴走支援では、初動対応をどう進めているか?
Ａ：最初の２か月で、経営データを把握し管理会計化するの
と並行して従業員エンゲージメント調査を行い、課題と改善
余地を整理。次に、短期メニューのコスト削減と売上構築を
加速する。（四国）
Ｑ：家族経営や小規模企業が宿泊業の中心だが、喫緊に取り

３分野の見える化とステージ別アプローチ

運輸総研だより� 20



特
　
集

組むべき課題は何か?
Ａ：仮に時価会計で計上すると債務超過となる事業者が大半
であり、資産額や投資額に見合う収益が上がるような「筋肉
質」の経営への改革が喫緊。黒字化すれば、経営の選択肢は
広がってくる。（中部）
Ｑ：莫大な施設投資に直面する宿泊業の将来展望をどう展望
できるか?
Ａ：投資に見合う収益を確保する筋肉質の経営改革を契機に、
バランスシート（B/S）を基礎とした投資家への適切な資産
状況の開示により、投資計画による業態進化の可能性が展望
できる。（北陸信越）
Ｑ：人的資本経営の進め方とは?
Ａ：1巡目は社内コミュニケーション活性化や教育訓練など
の人的投資により「業務改革力」を高め収益向上を実現する。
２巡目以降に人事制度改革や、熟練技能者への報奨・インセ
ンティブ、全社的な給与水準向上など利益還元を図る手順が
有効である。（九州）
Ｑ：給与水準のあり方とは?
Ａ：宿泊業は、掃除が手早い、配膳がてきぱきしているなど、
人によって生産性に大きな違いがある。習熟度が高い人の賃
金を上げるような事例が出てくることを期待する。（北海道）
Ｑ：人事評価制度をどう設計すべきか?
Ａ：宿泊経営伴走支援で構築中の人事制度は、等級・評価・
俸給のシンプルな構成とし、等級が細かくなり過ぎないよう
議論しつつ、職責・職能・職務のうち、職能を重視し、お客
様を喜ばせる技術など各等級で定義し、基準化する。会社の
ミッションとビジョンに基づき、社員の行動指針となる「バ

リュー」を各職能毎に評価基準として設定し、期待する生産
性水準と俸給を設定する。（沖縄）
Ｑ：食材仕入れや厨房業務の見える化をどう進めたらよいか?
Ａ：板長の権限が大きいが、現場伴走支援では、仕入費等を
見える化し、需要変動に対して日次や週次単位でできること
を率直に板長と相談しロスのない食材活用を板長が仕切って
頂いた。厨房の誇りを尊重しつつ、聖域をつくらず踏み込ん
だ改革が重要である。（東北）
Ｑ：レベニューマネジメントとプライシングをどう進めれば
よいか?
Ａ：部屋タイプごとに繁忙期や平日など料金収入を細かく区
分して可視化し、どの価格水準に顧客が反応し稼働率が上昇
したかを週次ないし３日ごとに集計する。可視化のスピード
が最重要である。（九州）

宿泊事業者の見える化フレームと実施した生産性向上メニュー（講演資料）

2無断転載・複製を禁ず。Copyright © 2025. All rights reserved.

宿泊事業者の見える化フレームと実施した生産性向上メニュー

①施設への投資
(経営状態の把握による施設への投資)

②業務改革及び
人的資本の蓄積

(従業員管理・原価管理と
業務推進のための業務基盤)

③顧客がサービス等に対し
て感じる価値及び経営者の
プライシング能力の向上

(顧客価値向上の一連の取り組みと
宿泊業特有の自律的なプライシン

グ)

生産性向上のテーマ 短期実施 中長期実施

e. B/Sを時価会計することで投資計画
を精緻化・高度化

a. 財務諸表(B/S・P/L・C/S)の作
成・経営状況の把握

b. B/Sに基づいた投資計画の策定

c. 収益向上が見込める事業セグメント
への投資

d. 投資結果に対する振り返り

業
務
基
盤

従
業
員

シ
フ
ト
管
理

原
価
管
理

a. 各種規程・労務関連の従業員
制度の拡充
b. 会計、人事労務などのバックオ
フィス基盤の導入と活用

c. 予約・在庫管理などのフロント
業務基盤の導入と活用

• エンゲージメントの強化

• QSC/CSの指標化
(顧客満足度視点での要/不要な”業務”
および”原価”の把握)

a. 予約予測に基づく総業務量の
可視化
b. 従業員の総業務量の可視化
c. 予約予測に対するシフト作成
d. 予約の変動に応じた緊急対応
a. 原価の再設計
b. 予測に対する発注量の可視化
c. 予測に対する適正な発注

a. 地域の中長期ビジョンを勘案した自施設
のブランディング等ソフト面の計画等作成/b. 
ターゲットセグメントの特定

f. 既存顧客のロイヤル化に向けた常連
管理および 顧客満足度の更なる向上

d. 場の雰囲気・的確な説明・ブランド
力・地域価値などの顧客価値や
需給に基づく自律的なプライシング

c-2. ブランド力の磨きこみ

e. ターゲット特性に応じたプロモーション

c-1. コンテンツの磨きこみ

短期メニューのみで～70Mの利益効果（平均売上3.6億円）

決算の短期化
（早く見えるようにする）

管理会計の実施
（施策結果を見えるようにする）

経営数値基盤の強化
（財務・管理会計）

計画の策定
（攻めと守り）

実施と振り返り
（正しく実施する）

従業員基盤の強化
（エンゲージメント）
エンゲージメント調査

（期待と満足度を見えるようにする）

向上施策の実施
（業務改革を推進できる組織にする）

投資管理

短期メニュー
（コスト削減）

発注
管理

シフト
管理

水光費
管理

（予測による生産性の過不足防止）

中長期メニュー
（売上構築）

QSC強化

（品質、清潔さ・サービスの確保）

短期メニュー
（売上構築）

単価
調整

在庫
管理

広告
管理

営業
強化

中長期メニュー
（売上構築／コスト削減）
ブランドコンセプト策定
コンテンツ開発

常連管理/集客依存脱却
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沖縄会場の様子
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Ａ：部屋ごとや価格ごとの予約数を時系列変化（ブッキング
カーブ）に見える化し、顧客の反応を高める対策を打つ。半
年や１年かけて、適切な値付きを構築していく。（沖縄）
Ｑ：DMOの機能強化のあり方とは?
Ａ：DMOの機能として、地域の宿泊施設の会計管理などバッ
クヤード業務や人材育成を担える可能性がある。（東北）
Ａ：観光地域づくりの「司令塔」の機能や定義が曖昧であり、
ハコが先行している現状がある。思い付きの投資でなく、株
式会社と同様、地域の経営者として、宿泊税の用途を明確化
し地域価値を向上するガバナンスの徹底を担うべきである。

（中国）

◇参加者事後アンケートの主な意見
●「手引き」を踏まえた現場での気づき

（人的資本経営・エンゲージメント）
・人の価値は、顧客との接点での振れ幅が大きいため、各人

のモチベーションや顧客解像度の向上によりマネジメント
することで生産性の著しい向上可能性を確信した。（関東・
宿泊事業者）

・「人は資産」という考えに深く共感した。生産性向上には見
える化は当然のこと、「現場の声」のような一見数値や明文
化しにくい課題も把握しエンゲージメント向上に繋がると
いう点も深く理解した。（九州・宿泊事業者）

（経営改革の進め方）
・講師指摘の通り、幹部（オーナー）が現状を「正確に」認識

することが一番大切であり出発点。（北海道・宿泊事業者）

●参加者の視点からの地域や現場の取組課題の提案
・資本力が弱い旅館は、時価ベースの BSでは大半が債務超

過。山口県長門市のように自治体と民間でまちづくりを進
めるなど面で観光地域を活性化していく必要がある。（中
部・銀行）
※�事務局注：長門湯本温泉では、2014年の地元老舗宿泊施設の破産後、

市観光まちづくり計画を策定（2016年）。跡地の宿泊施設誘致と民間
の「司令塔」を起用した面的再生を官民連携で実施し、共同浴場の再建

（2020年）や情緒ある河川空間など「歩ける温泉街」の整備を推進。

・民間と行政・DMOにおいて「最適な関係性のあるべき姿」
の将来像を目線あわせし役割分担が重要。（中部・宿泊事
業者）

・県外や海外資本の進出に対する差別化と多様性が重要。地
元企業にしか出来ない地域と密着した体験、他業種とのコ
ラボにより観光業全体の押し上げや相乗効果に取り組みた
い。（沖縄・宿泊事業者）

●勉強会の内容に対する要望や課題
・顧客価値でのプライシングへの具体的な考え方や、集客依

存からの脱却のためにどのように取り組んでいったらいい
のかもう少し話を聞きたかった。（北陸・宿泊事業者）

・地域で実際に経営改善をコンサルしている施設の状況をご
紹介いただけるとありがたい。（中部・行政）

■まとめ
家族経営や中小企業が中心の旅館をはじめ宿泊業にとって、

「経営の見える化」の意義は大きいものの難しい課題と認識さ
れている。

勉強会では、「手引き」が示す３つの見える化を、経営の現
場で実践できる繋がりとしてわかりやすく説明し、さらに現
場実践を基に短期・中長期メニューに時系列化して、現場改
善の事例（before/after）と経営収支改善効果を紹介した。

現場実践で実際に成果が出ていることから、「どう進めれば
よいか?」といった経営面の質問も活発になされ、対面開催に
よる臨場感を活かした、手ごたえのある勉強会となった。

事後アンケートでは、「手引き」を踏まえた気づきや、参加
者の視点からの地域の取組課題の提案が多数寄せられ、フィー
ドバックを通じて、「手引き」が現場で有用に活用できると評
価した。

運輸総合研究所では、宿泊事業者団体等と連携するなど、
今後もより多くの関係者に「手引き」を活用頂けるよう取り
組んでいく。

九州会場の様子

関東会場の様子
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